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はじめに

本研究は，アウトソーシングが経営合理化の経営手法として認められていく中で，それを

担うアウトソーシング受託企業（BPO企業）に焦点を当て，その企業実態やそこで働く従

業員意識の実際を探ろうとするものである．これまでは，アウトソーシングする側としての

委託企業側からの調査や研究はあるものの，受託企業に焦点を当てた調査や研究は数少な

い．本プロジェクトは，日本国内外のアウトソーシング受託企業へのインタビュー調査，お

よびアウトソーシング受託企業従業員へのアンケート調査を通じ，いわゆる BPO企業の業

務実態やその従業員意識を明らかにする第一次資料の獲得を任務としている．

第 1章　BPOビジネス

経済のグローバル化の進展と情報技術の飛躍的な発達を背景に，自社の業務を外部の資源

を通じて遂行するアウトソーシングは，経営合理化を推し進める経営手法の 1つとして認め

られている．現状，アウトソーシングの具体的なサービス形態は，次のような 4つのタイプ

に分けることができる 1）．

1.　人材派遣による補助業務

当該業務に対して，専門的な知識を有する人材を派遣し当該業務を遂行する．指揮命令

権は委託企業に存在する．

2.　業務の運営のみを受託する代行業務

当該業務に対して，委託企業が企画・設計したものに対して，そのプロセス一部もしく

は全部を外部化する．

3.　業務の企画・設計を受託するコンサルティング業務

当該業務の企画・設計段階に関与し，企画・設計を行った後，そのプロセスは委託企業

側で行う．

4.　業務の企画・設計から運営までを受託する業務

当該業務の企画・設計・プロセスをすべて外部の企業へ委託をする．委託側は基本的に

その業務の評価を行うだけであり，それ以外のものは外部へ指揮命令権を含めて委託され

る．また，この場合には，当該業務に従事していた従業員は他の部署への異動や受託側へ

の転籍が行われる．
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図 1.　戦略的アウトソーシングのイメージモデル
　　　 出所）花田（http://www.unisys.co.jp/PDF/ESPRIT/82/esp82-1.pdf）

これらの中で，BPO（business process outsourcing）と概念化されるアウトソーシングは，「戦

略的アウトソーシング」とも称される 4のタイプのものをいう．図 1は，業務の設計・企画・

運営の全体を一括的に担う戦略的なアウトソーシングのイメージモデルを示すものである．

こうした企業が自社の業務プロセスそのものの設計・企画からプロセスの運用までを一括

して委託することで，限られた経営資源をコア業務に集中できる経営手法としての BPOが

本格的に動き始めたのは，1980年代末から 1990年代初頭にかけてである．アメリカでは，

1989年にイーストマン・コダック社が自社の情報処理部門を IBM社に，日本では同じく

1989年に，セブンイレブン・ジャパン社が自社の情報システム部門を野村総合研究所に，

またイギリスでは，1991年にブリティッシュ・ペトロリアム社が自社の財務・会計部門を

アンダーセン・コンサルティング社（現アクセンテュア社）に，一括アウトソーシングを行っ

た．とくにイーストマン・コダック社の事例は，高い技術力をもつグローバル企業が情報技

術分野でのアウトソーシングを行ったことで，アウトソーシングがコアビジネスへ経営資源

を集約するための有効な経営手段として認められる契機となる「コダック・エフェクト」を

もたらしたといわれている 2）．

BPOは，技術的専門性が高く，設備投資や運用費用が高い情報処理の分野が主として先

行したとされるが，今日ではそれに加え，図 2に示すように，人事，カスタマーケア，財務

／経理，調達／購買など，間接スタッフ部門業務を含むさまざまな分野に拡がっている 3）．

しかし同時に，BPOを含むアウトソーシングは，

① コスト削減か生産性向上か，あるいはより専門的な付加価値の高い業務の実現かといっ

た「導入目的」，
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②コア業務かノンコア業務かといった「対象業務」

③ 業務の設計・企画・運営の一括か，あるいは運営のみかといった委託する「業務プロセ

スの範囲」

④ 第三者の独立した専門業者か，あるいは系列の子会社（分社）かといった「ベンダーの

種類」

といった点から見ると，各社各様の事情による多様なレベルで展開されていることもまた事

実である．ブラウン・ウィルソン（2009）は，現在のアウトソーシング業界は「より安く，

より早く」と「より良く，より革新的に」が併存する時代にあるという．しかしこの現況が，

BPO発展の過渡期にあるととらえるのか，あるいはアウトソーサーの方針による BPO展開

の多様さととらえるのか，議論のあるところである．BPOビジネス研究会（2011）は，コ

スト削減以上の付加価値を生み出すのがこれからの BPOであると認めながらも，BPOを活

用する企業の視点で見ると，コスト削減という要件の一切ない BPOは事実上ありえないと

している．

第 2章　BPO企業聞き取り調査

面接法による調査の対象は，国内外の BPOを行っている企業である．特に海外では，日

本企業からの BPO受託数が非常に多い中国と，近年日本企業からの受託数が増加傾向にあ

図 2.　BPOのカテゴリー分類
　　　　　出所）ブラウン・ウィルソン（2009）
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るベトナム，そして日本と同様に BPOを使う側である韓国に対象を絞り調査を行った．

実際に調査先として聞き取りを行ったのは国内では東京と沖縄である．国内人事業務最大

大手の BPO，シェアードサービスの会社である A社とデータ入力拠点の A社沖縄データセ

ンター，東京で受託した業務を中国のセンターで入力業務などを行っている B社の 2社・1

事業所である．また国外では，中国大連にある B社中国法人の B（大連）社と ITOから

BPOへと業務拡大をしている中国国内企業の C社，および上海にある G社中国法人の G（上

海）社の 3社である．ベトナムでは D社，E社，F社の 3社，さらに韓国の済州島で BPO

を受託している H社の 1社である．その概要は表 1のようなものである．

アウトソーシング協議会（2000）によれば，日本のアウトソーシングベンダーには，中小

規模の下請業者，人材派遣業者，あるいは会計士・社労士などの経営コンサルティング事務

所などが，従来から実施していた専門業務の受託サービスを多少発展させてアウトソーシン

グとして提供するようになった「在来型」と，米企業が直接日本で本国のアウトソーシン

グ・ビジネスを展開，あるいは日本の大手企業が米国のアウトソーシング手法に倣って，新

しい事業部や子会社でアウトソーシング・ビジネスを開始した「外来型」に大きく二分され，

「在来型」は現場ニーズに個別に対処する小単位のアウトソーシングから徐々にその範囲を

広げていくボトムアップのアプローチをとる一方，「外来型」の場合は，当初から採算性を

見込める十分な単位を確保するために，経営者からトップダウンで実施される大規模な企業

変革の一環としてのアウトソーシングを提案する．こうしたアウトソーシングベンダーの発

生過程という視点から今回の聞き取り企業を見た場合，在来型は会計事務所から発展した中

国 G社（上海）と人材派遣業から発達した韓国 H社であり，外来型としては ITOビジネス

から発達した中国 C社が該当するかもしれない．

また，アウトソーシングは情報システム業務の受発注を中心として発展をしてきたという

世界史的な流れから見て，ベトナム D社は ITOビジネスとしてその成長を示しているが，E

社の場合は親会社（日産テクノ）の下請けといった域を出ておらず，第三者ユーザーにサー

ビス提供するアウトソーシングベンダーには至っていない．一方，バックオフィス業務

BPOベンダーとして当初からスタートしたのが日本の B社とベトナム F社である．B社は

創業 14年の歴史の中で，中国における日本企業向け BPOセンターとして大きな飛躍を遂げ

ているが，F社の場合は創業 3年と歴史が浅く，今後の成長が期待されている．

シェアードサービス会社としての A社であるが，もともとシェアードサービス会社とは，

企業グループ内各社の共通し重複する間接業務を集約し，業務別の専門サービス会社として

独立させたものである．したがって当初はグループ企業を顧客とする内向きのビジネスを中

心としたが，その後そのノウハウの蓄積を通じ，第三者ユーザーにその専門サービスを外販

していくことで，BPOアウトソーシングベンダーとしての性格を強めていく．A社はまさ

にその動きに沿った成長を見せているといえるだろう．

児玉（2009）によれば，BPO型アウトソーシングについて，その業務内容や委託方法によっ
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て分類すると，①データエントリー等の大量の単純作業を受託する「業務支援型」，②シェ

アード・サービス・センターを含む特定業務を一括受託する「業務処理型」，③業務プロセ

スの改善と業務全体の再構築による効率化を主目的とする「高度業務処理型」として，大き

く 3タイプに分けることができる．今回聞き取り調査対象となった企業では，こと日本企業

の委託業務との関連でいえば，その主たる事業は業務支援・処理レベルにあるといえる．

BPOは，高度処理業務型のいわゆる戦略的アウトソーシングが本来的なものとされる．

しかしこれらの BPOタイプで，①から②，②から③へと移るにしたがって，BPO委託企業

にとっては委託する業務規模が大きくなるとともに，ある意味，ビジネスリスクも大きなも

のになっていく．業務の企画・設計から運営までを委託する BPOは，BPOベンダーへの業

務のいわば丸投げを意味し，BPO委託企業と BPO受託企業との間に一種の抜き差しならな

い関係が出来上がり，両者間にビジネスパートナーとして良き信頼関係が構築されているこ

とが不可欠の前提になる．それゆえ，何らかの祖語でいったんこうした関係が崩壊した場合，

BPO委託企業はビジネス全体の運営に支障をきたしてしまうことになる．

それゆえ，BPO委託企業としては委託レベルを自社の戦略に即して決定していく必要が

あるとともに，BPO受託企業としてもすべての企業が高度業務処理型の BPOができる体制

表 1.　聞き取り企業の概要

国名 概要

A社
A社（沖縄）

日本 2009年に設立された人事業務大手の BPO，シェアードサービス会社．
従業員数約 430名．日本有数の企業グループ各社の人事給与業務のシェ
アードサービスとともに，グループ外一般企業への人事給与アウトソー
シングサービスも展開している．沖縄にデータ処理センターをもつ．

B社（大連） 日本 1999年に BPOベンダーとしてスタートした B社により 2003年に設立
された 100％出資の子会社．従業員数約 1000名．中国における日本企
業向け BPOセンターとしてトップクラス．多業種 100社以上に及ぶ日
本企業のバックオフィス業務を支援．

C社 中国 1996年に設立されたソフトウェア受託サービス会社．従業員数約 4500
名．日本企業向け ITOとして発展し，数多くの日本企業と業務提携．
その後 BPOビジネスに業容を拡大している．

D社 ベトナム 日本で留学・就業経験のあるベトナム人により 2007年設立のソフト
ウェア開発会社．日本で受託した業務をベトナム・ハノイ拠点（従業
員約 50名）で処理．

E社 ベトナム 日系自動車会社グループの開発体制強化の一環として設立された設計
専門会社（日産テクノ）の開発機能をサポートする子会社として 2001
年に設立．

F社 ベトナム 2010年設立されたアウトソーシング会社．従業員数約 70名．バックオ
フィス業務の受託窓口として東京オフィスをもち，日本企業に世界標
準の専門サービスを提供することを設立目的の 1つとしている．

G社（上海） 中国 中国国内に 3300社のクライエントを抱える会計事務所の子会社として
2004年に設立された会計計算センター．従業員数 40人（日本人 7名）．
約 150社の日本企業の会計資料等のデータ化業務を受託．

H社 韓国 人材派遣を主たる業務として 1990年に設立された．その後アウトソー
シングに事業内容を転換し，今日では事業の 90％を占める．韓国国内
の幅広い業界・業種に多様なアウトソーシングサービスを提供している．
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をめざす必要性はないように思う．自社の特徴を生かした BPOサービスの提供を考えてい

くべきである．

第 3章　BPO企業従業員意識調査

調査対象者は，聞き取り調査を実施した企業の中から，日本では A社（東京本社と沖縄

にある A社沖縄データセンター），中国では B（大連）社と C社，ベトナムでは D社と E

社の従業員である．回収内訳は，日本（A社）で 151名，中国（C社）で 12名，ベトナム（D

社，E社）で 205名である．

中国では，B（大連）社に質問紙調査の依頼をしたものの，どのような質問紙調査も受け

入れないことになっているとのことで調査を行えなかった．また C社は即座に対応があっ

たものの，12名分の回答しか得ることができなかった．この結果，中国における回収数が

極端に少ないために，国別の比較は日本とベトナムとの比較に限定されてしまったことが悔

やまれる．

国別の回答者の属性比較は，表 2のようなものである．性別は，日本においては女性が

78.1％と多く，ベトナムでは 58.0％と男性が多い．年齢構成では，日本は 30代が 58.9％と

一番多く（平均年齢は 34.71歳），ベトナムは 20代が 77.5％，平均年齢 27.74歳と，日本に

比べて 7歳近く若い．また，雇用形態は，日本が正規雇用 70.7％で，契約社員 8.7％，派遣

社員 18.7％となっている．一方ベトナムは，正規従業員が 56.1％と比較的少なく，契約社員

42.4％，派遣社員 1％となっており，非正規雇用の割合が高くなっている．役職別に関して

は，日本が部長クラス 1名，課長クラス 6名，係長・主任クラス 12名，一般職員 117名と

なっており，一般職員が 77.5％と大多数を占めている．一方ベトナムは，課長クラス 8名，

係長・主任クラス 6名，一般社員 191名で圧倒的に一般職者層が多い．

今回の従業員意識調査では，BPO関連業務に従事する日本とベトナムの従業員意識の比

較分析を「職務満足」「コミットメント」「キャリア」「コンピテンシー」「賃金と評価」といっ

た 5つの軸で行った．

総括的な結論としては，日本よりもベトナム従業員の方が全般的によりポジティブな意識

をもっているということである．すなわち，「日本で BPO業務に携わる人よりも，ベトナム

で BPO業務に携わる人の方が，職務満足感が高く，それが組織コミットメントの高さに繋

がり，さらにその企業で働き続けたいという気持ちに繋がっている」ということである．と

くに継続雇用に対する日本とベトナムの平均値の差が大きかったことからも，「現在の会社

に働き続けたい」という気持ちの高さが見てとれる．

また，同様の傾向は賃金制度や評価制度に対する意識にも現れている．調査対象のベトナ

ム企業従業員の場合，日本企業を重要な顧客対象としている関係上，日本語能力の習得機会

の提供などはキャリアアップの手段となっており，キャリア志向に対する満足度は高い．ま

た人事評価では，成果結果をタイミングよく処遇に反映する短期的な評価制度が採用され，
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昇給・昇進との連動が日本より明確な基準で運用されている．こうした点が，日本よりも高

い満足感を生みだしていると推察できる．なお，コンピテンシーの観点からいえば，ITO，

BPO業務に携わる人を採用する際は，「達成重視」のコンピテンシーを持っている人を採用

すると，能力面での雇用のミスマッチが起きにくいといった結論が得られている．こうした

点は成果結果をこまめに評価していく評価制度の有用性を支持するものになっているようで

ある．

これらの比較結果を見る場合，日本とベトナムの経済発展段階を考慮する必要があるだろ

う．現在ベトナムは急速な経済発展の途上にあり，国民全体の所得水準はまだ高いとはいえ

ない．BPO関連業務は高賃金職種とはいえないものの，需要が多い成長産業職種であり，

安定的で持続的な収入が確保できる社会的なステイタスも悪くない職種と認知されていると

いった事情があるかもしれない．ちなみに中国では，近年国民の所得水準の向上に応じて，

BPO関連業務への人気が低下しているといわれている．中・長期的にはベトナムも中国と

同じ轍を踏む可能性もあるだろう．

おわりに

本プロジェクト研究は，アウトソーシングベンダーに焦点を当てた研究は少ないという以

上に鑑み，日本企業と関わりのあるニアショア，オフショア BPO企業も対象としたアウト

ソーシングベンダー，およびアウトソーシングベンダー従業員の実態を理解する第一次資料

の獲得をめざしたものである．

今回の調査対象となった企業選定は，研究メンバーの個人的なつてを利用するといったも

ので，必ずしも事前に明確な選定理由があってなされたものではない．また調査対象企業の

従業員意識調査では，期待していた中国企業の回答収集が不本意な結果に終わり，限定的な

表 2.　回答者属性

日本 ベトナム

回答者数 151人 205人

回答者性別割合
男性 21.9％ 58.0％

女性 78.1％ 42.0％

回答者年齢
最多年齢層 30代 58.9％ 20代 77.5％

平均年齢 34.71歳 27.74歳

雇用形態

正規雇用 70.7％ 56.1％

契約社員 8.7％ 42.4％

派遣社員 18.7％ 1％

役職別
管理職者層 22.5％ 6.8％

一般職者層 77.5％ 93.2％
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分析結果しか出すことができなかった（アンケート集計を行った時期が尖閣問題で日中関係

が悪化した時期とぶつかったことも影響したかもしれない）．こうしたことから，ここに示

す報告内容は十分なものとはいえないことをお詫びしたい．

このプロジェクト遂行経験を踏まえ，また今回の分析結果を踏まえ，BPOビジネスの実

態把握のために，より計画だった調査を検討を行いたいと考えている．

注

 1）アウトソーシング協議会『サービス産業競争力強化調査研究』2000年 3月．
 2）MS-Japan（http://www.jmsc.co.jp/word/column/no79.html）および海野（2008）を参照．
 3）業務プロセスのアウトソーシングを BPO（business process outsourcing）と理解し，情報処理をあらゆる
業務プロセスのファンダメンタルスと認識することで情報処理システムの設計・開発・管理・運営の全
体を担うアウトソーシングを ITO（information technology outsourcing）として区別する見方もある．図 2
は，そうした見方に立つ BPOカテゴリー分類である．
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